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自己の商品と他人の商品を識別するために使用する標章（韓国商標法第2条第1項第1号）を意味する
「商標（ブランド）」は、企業の名声や信用を代表する知的財産権であり、企業の経済活動において
商標権の確保や保護の重要性は日増しに高まっています。

韓国の現行の商標法第34条第1項第7号によれば、先登録商標と同一・類似の商標は商標登録を受ける
ことができません。そのため、実際の商標の使用においては地理的な差が存在し、販売商品が異なる
ので実際は商標の誤認・混同のおそれがないにも拘わらず、先登録（先出願）商標と同一・類似の商
標であるという理由だけで後願商標の登録が拒絶されることが多く、後願商標の登録を受けるために
先登録商標の登録無効を求めるなどの関連紛争も多数発生しています。

こうした状況により、不必要な経済的損失が生じるほか、商標権の行使が過度に制約されるというお
それが提起されており、実務的には当事者の合意の下で同一・類似の商標を共存させる場合でも、商
標登録を受けるためには商標の移転、譲渡などの方式をとらざるを得ないという不便がありました。

これを受け、間もなく施行を控えている日本の改正商標法と同様、韓国においても商標をめぐり発生
し得る不便をあらかじめ防止し、さらには商標間の調和をなした共存を目指す「商標共存同意制度」
を導入するという旨の商標法改正が行われました（以下「韓国改正商標法」）1。

I.	 韓国の改正商標法の主な内容と示唆する点

先登録商標権者及び先出願人の同意を前提として後出願商標の商標登録を許容する「商標共存同
意制度」を主要な骨子とする韓国の「商標法一部改正案」が国会の本会議で成立し、2023年10
月31日に公布されました。韓国の改正商標法は、公布から6ヶ月の猶予期間を置いて来年5月1日
から施行されます。以下では、商標共存同意制度に関する韓国商標法の改正案について調べてみ
ます。

1	 韓国の改正商標法には、商標共存同意制度以外にも①使用による識別力の認定対象の拡大、②商標登録要件の判断時期の明確化、③商
標登録料の返還事由の拡大、④商標権の消滅事由の明確化、⑤国際商標の登録出願及び国際登録基礎商標の分割許容など、約10の事項
に関する新しい規定が盛り込まれています。
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1.	 商標共存同意制度の導入に関する韓国商標法の改正案

第34条（商標登録を受けることができない商標）

①	 第33条に拘わらず、次の各号のいずれかにあたる商標に対しては商標登録を受けることができない。

1.	 –6.（現行に同じ）

7.	 先出願による他人の登録商標（登録された地理的表示・団体標章は除く）と同一・類似の商標であっ
て、その指定商品と同一・類似の商品に使用する商標。ただし、その他人から商標登録への同意を得た
場合（同じ商標であって、その指定商品と同じ商品に使用する商標に対して同意を得た場合は除く）に
は、商標登録を受けることができる。

③	 商標権者又はその商標権者の商標を使用する者は、第119条第1項第1号から第3号まで、第5号、第5号の2及び
第6号から第9号までの規定に該当するという理由で商標登録の取消審判が請求され、その請求日後に次の各
号のいずれかに該当するようになった場合、その商標と同一・類似の商標[同一・類似の商品（地理的表示・
団体標章の場合は同一と認められる商品をいう）を指定商品にして、改めて登録を受けようとする場合に限ら
れる]に対しては、その請求日から、次の各号のいずれかに該当するようになった日から3年が経つ前に出願す
る場合には商標登録を受けることができない。

第35条（先出願）

①	 -⑤（現行に同じ）

⑥	 第1項及び第2項に拘わらず、先に出願した者又は協議・抽選によって定められ、又は決定された出願人から
商標登録に対する同意を得た場合（同じ商標であって、その指定商品と同じ商品に使用する商標に対して同意
を得た場合は除く）には、後から出願した者又は協議・抽選によって定められ、又は決定された出願人ではな
い出願人も商標登録を受けることができる。

第119条（商標登録の取消審判）

①	 登録商標が次の各号のいずれかにあたる場合には、その商標登録の取消審判を請求することができる。

1.	 –5.（現行に同じ）

5の2.	第34条第1項第7号但書き又は第35条第6項に基づいて登録された商標の権利者又はその商標登録に対す
る同意をした者のいずれか1人が自己の登録商標の指定商品と同一・類似の商品に不正競争を目的として
自己の登録商標を使用することにより、需要者に商品の品質を誤認させ、又は他人の業務に係る商品と
混同を生じさせた場合

第122条（除斥期間）

①   （現行に同じ）

②	 第119条第1項第1号・第2号・第5号・第5号の2、第7号から第9号まで及び第120条第1項に該当することを事
由とする商標登録の取消審判、及び専用使用権又は通常使用権登録の取消審判は、取消事由に該当する事実が
なくなった日から3年が経った後は請求することができない。

韓国の改正商標法上の商標共存同意制度の中核は、先登録商標権者及び先出願人が同意すれば、先
登録（先出願）商標と同一・類似の後出願商標（同じ商標であって、その指定商品と同じ商品に使
用する商標は除く）も登録を受けて使用できるよう規定していることです（韓国の改正商標法第34
条第1項第7号但書き及び第35条第6項）。ただし、商標共存同意によって登録された商標が不正競
争の目的で使用され、需要者の誤認・混同を生じさせた場合については商標登録取消審判の請求事
由と規定して、取消審判の除斥期間を3年としました（韓国の改正商標法第119条第3項第5条の2号
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及び第122条第2項）。また、取消審判によって登録が取消となった商標と同一・類似の商標は、
審決確定日から3年間再出願することができません（韓国の改正商標法第34条第3項）。

2.	 日本の改正商標法との比較	

日本の経済産業省は、2023年3月10日、商標共存同意制度（コンセント制度）に関する商標法改
正案を日本第211回通常国会に提出し、これは2023年6月7日に参議院本会議で可決され、その施
行を控えています。日本の改正商標法2と韓国の改正商標法とを比較すれば、次のとおりです。

韓国の改正商標法 日本の改正商標法

第34条（商標登録を受けることができない商標）

①	 第33条に拘わらず、次の各号のいずれかにあた
る商標に対しては商標登録を受けることができな
い。

7.	 先出願による他人の登録商標（登録された地理的
表示・団体標章は除く）と同一・類似の商標であ
って、その指定商品と同一・類似の商品に使用す
る商標。ただし、その他人から商標登録への同意
を得た場合（同じ商標であって、その指定商品と
同じ商品に使用する商標に対して同意を得た場合
は除く）には、商標登録を受けることができる。

第四条(商標登録を受けることができない商標) 

④	 第1項第11号に該当する商標であっても、その商
標登録出願人が、商標登録を受けることについて
同号の他人の承諾を得ており、かつ、当該商標の
使用をする商品又は役務と同号の他人の登録商標
に係る商標権者、専用使用権者又は通常使用権者
の業務に係る商品又は役務との間で混同を生ずる
おそれがないものについては、同号の規定は、適
用しない。

対応する韓国改正商標法の規定は存在しない。 第二十四条の四(商標権の移転等に係る混同防止表示請求)

次に掲げる事由により、同一の商品若しくは役務について
使用をする類似の登録商標又は類似の商品若しくは役務に
ついて使用をする同一若しくは類似の登録商標に係る商標
権が異なつた商標権者に属することとなつた場合におい
て、その一の登録商標に係る商標権者、専用使用権者又は
通常使用権者の指定商品又は指定役務についての登録商標
の使用により他の登録商標に係る商標権者又は専用使用権
者の業務上の利益（当該他の登録商標の使用をしている指
定商品又は指定役務に係るものに限る。）が害されるおそ
れのあるときは、当該他の登録商標に係る商標権者又は専
用使用権者は、当該一の登録商標に係る商標権者、専用使
用権者又は通常使用権者に対し、当該使用について、その
者の業務に係る商品又は役務と自己の業務に係る商品又は
役務との混同を防ぐのに適当な表示を付すべきことを請求
することができる。

1.	 第四条第四項の規定により商標登録がされたこと。

2	 日本の商標法改正案の原文はhttps://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=334AC0000000127_20240613_505AC0000000051を参照。

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=334AC0000000127_20240613_505AC0000000051
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第35条（先出願）

⑥	 第1項及び第2項に拘わらず、先に出願した者又
は協議・抽選によって定められ、又は決定された
出願人から商標登録に対する同意を得た場合（同
じ商標であって、その指定商品と同じ商品に使用
する商標に対して同意を得た場合は除く）には、
後から出願した者又は協議・抽選によって定めら
れ、又は決定された出願人ではない出願人も商標
登録を受けることができる。

第八条(先願) 

①	 同一又は類似の商品又は役務について使用をする
同一又は類似の商標について異なつた日に二以上
の商標登録出願があつたときは、最先の商標登録
出願人のみがその商標について商標登録を受ける
ことができる。ただし、後の日に商標登録出願を
した商標登録出願人（以下この項において「後出
願人」という。）が、商標登録を受けることにつ
いて先の日に商標登録出願をした商標登録出願人
（当該商標登録出願人が複数あるときは、当該複
数の商標登録出願人。以下この項及び第六項にお
いて「先出願人」という。）の承諾を得ており、
かつ、当該後出願人がその商標の使用をする商品
又は役務と当該先出願人がその商標の使用をする
商品又は役務（当該商標が商標登録された場合に
おいては、その登録商標に係る商標権者、専用使
用権者又は通常使用権者の業務に係る商品又は役
務）との間で混同を生ずるおそれがないときは、
当該後出願人もその商標について商標登録を受け
ることができる。

第119条（商標登録の取消審判）
①	 登録商標が次の各号のいずれかにあたる場合に

は、その商標登録の取消審判を請求することがで
きる。

1.	 –5。（現行に同じ）
5の2.	第34条第1項第7号但書き又は第35条第6項に基

づいて登録された商標の権利者又はその商標登録
に対する同意をした者のいずれか1人が自己の登
録商標の指定商品と同一・類似の商品に不正競争
を目的として自己の登録商標を使用することによ
り、需要者に商品の品質を誤認させ、又は他人の
業務に係る商品と混同を生じさせた場合

第五十二条の二(商標登録の取消しの審判)
①	 第二十四条の四各号に掲げる事由により、同一の

商品若しくは役務について使用をする類似の登録
商標又は類似の商品若しくは役務について使用
をする同一若しくは類似の登録商標に係る商標権
が異なつた商標権者に属することとなつた場合に
おいて、その一の登録商標に係る商標権者が不正
競争の目的で指定商品又は指定役務についての登
録商標の使用であつて他の登録商標に係る商標権
者、専用使用権者又は通常使用権者の業務に係る
商品又は役務と混同を生ずるものをしたときは、
何人も、その商標登録を取り消すことについて審
判を請求することができる。

②	 第五十一条第二項及び前条の規定は、前項の審判
に準用する。

韓国の改正商標法で導入しようとしている商標共存同意制度は、先登録商標権者の承諾があるこ
とを要件とし（日本の改正商標法第4条第1項第11号及び第4項）、一方の商標権者が不正競争の
目的で商標の出所混同を生じさせた場合には商標登録取消審判の請求が可能になるよう規定して
いる（日本の改正商標法第52条の2）日本の改正商標法と、その内容において大差はありません。
ただし、①日本の改正商標法は、先登録商標権者の承諾に加えて当該商標を使用する商品などが
他人の商標に係る商標権者、専用使用権者又は通常使用権者の商品などと混同を生ずるおそれが
あるかどうかを商標登録の明示的な要件としていること、②韓国の改正商標法は、日本の改正商
標法とは異なり、共存同意によって商標が登録されることによって発生し得る需要者の出所の混
同に備えた混同防止表示請求などの混同防止策を別途設けていないことにおいて差があります。
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3.	 示唆する点

韓国においても日本と同様に商標共存同意制度が導入されることにより、企業にとっては、より
安定した商標の確保及び使用が保障されることと予想されます。ただし、商標法の改正により導
入される韓国の商標共存同意制度は、日本をはじめとする米国、シンガポール、台湾などの当該
制度を施行している多くの国と同様に「留保型共存同意」であるため、商標権者の同意があった
としても、①先登録（先出願）商標と後出願商標の商標指定商品がいずれも同一である場合、並
びに②その他の登録拒絶事由が存在する場合に該当すると判断されれば商標登録を受けることが
できないこと、③共存同意により登録された商標であるとしても不正に使用され出所の誤認・混
同のおそれが存在する場合取消される可能性があることを念頭におく必要があります。さらに、
日本の改正商標法とは異なり、韓国の改正商標法は、①商標共存同意の対象商標に対して「同一
・類似の商標であって、その指定商品と同一・類似の商品に使用する商標」と記載しているだけ
で、同一・類似商品の使用主体の範囲をめぐって議論の余地があること、②共存同意商標の登録
によって発生し得る需要者の出所混同を防ぐための制度が未だ設けられていないことなどにも留
意する必要があります。

II.	 今後の見通し

韓国においても商標共存同意制度が施行されることにより、企業が使用したい商標が単に後出願と
いう事由だけで登録が拒絶された場合には、先登録商標権者との合意をもってより容易に拒絶理由
を克服することができると予想されます。また、このような商標の共存が、法律上の強制や規制に
よるのではなく、相互間の自律的な合意によって成されることになるため、企業による商標の使用
がより柔軟になり得る、ということに意義があります。

もっとも、上記のような法律改正もさることながら、実務的に商標共存同意制度の定着に成功し
て、活性化していくためには、①誤認・混同のおそれを判断するための具体的な要素や詳細な基準
に関する実務ガイドラインの整備、②商標登録後の混同防止のための公示システムなどの措置づく
り、③不当な商標共存同意の防止策の整備などの課題がなお存在するところ、このような課題を速
やかに解決するとともに、企業もこれに対する対応策を講じていく必要があるとされます。
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